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１．令和５年度からの変更について

① 提出先・問い合わせ先の変更
事業所の指定に関する申請・届出

（＝「各種届出に関する手引き」に掲載されている事項）の

提出先・問い合わせ先が変わります。

令和５年３月３１日まで

•サービス種類ごとに
異なる担当課・係

令和５年４月１日から

•障害者支援課指導係
に一元化※

※ 組織改正等により組織名称
が変わる場合があります。



① 提出先・問い合わせ先の変更

提出先の変更に伴い、

「各種届出に関する手引き」

（通称「ココロンマニュアル」）は、

令和５年４月１日付で改訂する予定です。

 届出を行う際は、必ずＨＰから最新の

手引きをご確認ください。

4

１．令和５年度からの変更について
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② 「連絡票」の運用開始

事業所や法人の 電話番号

ＦＡＸ番号

Ｅメールアドレス を変更した場合、

「連絡票」という所定の様式を提出する。

 様式及び提出方法は令和５年３月下旬頃にＨＰへ掲載予定

 情報公表システムにて公表している情報を変更する場合は、

別途システムへログインして修正が必要

１．令和５年度からの変更について
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２．年度当初に必要となる届出

① 「基本報酬」の算定区分に係る届出

以下のサービスを提供している事業所は、

前年度から報酬区分に変更がない場合でも届出が必要

（就労系サービスの一部を除く）

療養介護
就労移行
支援

就労継続
支援Ａ型

就労継続
支援Ｂ型

就労定着
支援

自立生活
援助

共同生活
援助

地域移行
支援
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２．年度当初に必要となる届出

② 前年度実績の届出が必要な加算

前年度から区分・要件に変更がない場合でも必ず届出が必要

〇人員配置体制加算 〇視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

〇就労移行支援体制加算 〇重度障害者支援加算

〇夜勤職員配置体制加算 〇地域移行支援体制強化加算

〇通勤者生活支援加算 〇夜間支援等体制加算（Ⅰ・Ⅱ）

〇移行準備支援体制加算 〇重度者支援体制加算

〇賃金向上達成指導員配置加算 〇目標工賃達成指導員配置加算

〇就労定着実績体制加算
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提出期限（①・②）

令和５年４月14日（金）必着

 消印の日付ではなく、実際に届いた日付での処理となる

 届出が遅れると、４月サービス提供分を５月に請求できない

場合も…

 「②前年度実績の届出が必要な加算」以外の加算を新規算定

する場合の届出は原則どおりの提出期限

２．年度当初に必要となる届出
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２．年度当初に必要となる届出

③ 福祉・介護職員処遇改善加算等

年度ごとに計画書を作成し届出が必要

提出期限（③を４月または５月から算定する場合）

令和５年４月14日（金）必着

 前年度から引き続き算定する場合も忘れずに

 遅れると４月・５月からの算定ができない

〇福祉・介護職員処遇改善加算 〇福祉・介護職員等特定処遇改善加算

〇福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算
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○ 提出は原則郵送（または持参）

 Ｅメールでの提出を希望する場合は事前相談すること

○ 提出期限の厳守

 提出が遅れたことで事業所運営に多大な影響を与えることも

（加算算定ができない等）

○ 修正依頼等への対応について

 書類修正や追加提出の依頼があった場合は速やかに対応する

 定期的にＥメールの受信確認をすること（１日１回等）

３．留意事項
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○ 届出の手引き

 「各種届出に関する手引き（通称ココロンマニュアル）」に

掲載

○ 届出に必要な様式のダウンロード

 その都度ホームページから最新の様式をダウンロードして

使用（厚生労働省からの通知などに基づき、随時更新）

４．届出の手引き・様式について
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サービスの種類 手引き及び様式のＨＰ掲載場所

障害者総合支援法
に基づくサービス

仙台市トップページ > 事業者向け情報 > 
福祉・医療 > 福祉 > 障害福祉サービス >
障害福祉サービス事業者等の指定及び変更の
様式

児童福祉法
に基づくサービス

仙台市トップページ > 事業者向け情報 > 
福祉・医療 > 福祉 > 障害福祉サービス > 
障害児通所支援事業者及び障害児入所施設の
指定及び変更の様式

４．届出の手引き・様式について


